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1.問題の所在
地球表面の形状、すなわち「地形」の最も際だつ特徴は、樹枝状の構造をもつ谷によっ
て刻まれているという点である。降水と流水の作用が支配的である地球上のほとんどの地
域においては、地表の水の通り道である谷が地形の構造に大きく関与している。谷の存在
はしばしば地球以外の天体に過去に液体の水があったかどうかの傍証としても用いられ
る。
谷の様相は地形のできかたとどう関わるのであろうか。たとえば谷が多い、少ないとい
う違いは、気候や地質条件などの地形形成環境の違いであることは、容易に推測できる。
しかし谷のなんらかの特徴を数量化して、それと他の地形要素、たとえば起伏との関連を
論じ、地形形成環境との関係にまで言及した研究というのは多くはない。その要因として
は、まず谷の適切な計測方法が明確化されていないことや、計測にかかわる作業量が膨大
であることが挙げられるだろう。
谷津 (1950)は、谷頻度または谷密度と起伏の関連、すなわち谷が細かくなるほど山の
起伏が減少するという定量的事実についておそらく最初に述べた研究である (谷頻度と谷
密度の定義は後述する)。 この事実は地形研究者には認識されているはずであるが、さら
に計測や分析を深めたという研究は非常に少ない。
近年、柳田ほか (2004)は、地形の発達段階によって谷の密度が変わるであろうという
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仮説から、異なる場所の地形は時間的な発達段階の異なる地形であるという観点で、日本
のいくつかの地点で谷の密度計測をおこなった。しかしこの研究には大きな問題点があっ
た。それは、地形の発達段階以外に、地質条件と気候条件によっても谷の粗密 (細かさ)
および起伏は変わるという点を無視してしまっていることである。
そこで本研究では、柳田ほか (2004)とは逆に、発達段階を無視できるものとして、谷
の粗密と起伏の関係がどのように分布するかを示すことを目的とした。発達段階を無視す
るということは、ある種の地形は平衡 (定常)状態にあると仮定することである。平衡状
態における地形は、尾根に平坦な部分がなく直線的な斜面で構成されるような特徴の地形
であると一般に考えられている。なぜなら、堆積が終了して侵食が開始した段階では、谷
は存在せず平JEであり、それが時間とともに谷の開析を受けてゆくというプロセスは、地
形実験や地形発達史の研究から明白に認められるからである。
平衡地形の存在仮説は、地形形成条件が地質学的長期間において一定または平均として
一定とみなせる程度に持続しているとき、地形の統計的性質は変化から一定の状態に達す
るという考え方であるが、地形学では作業仮説としてよく用いられる。たとえば山の隆起
が一定速度で継続しているとき、山の高さは変化せず一定の値を保つという考え方はその
一つであり、そのような仮定を導入することで、現在の山の高さから隆起速度といった、
地形形成環境のほうを推定することができるからである。ただし、谷の粗密と地形形成環
境との関係を議論した研究は、すでに指摘したように、ほとんどない。
以上のような観点から、本研究では以下のような方針で地形計測を試み、起伏と谷の粗
密の関係について検証する。詳細は後述するとおりである。
(1)地形の発達段階に関わりない山と谷の粗密 (谷の細かさ)を調べる
(2)尾根部に平坦面を残さない丘陵、山地を対象とする
(3)谷の認定は地形研究者の手作業によるものとする
(4)谷の粗密の示標として「谷頻度」を用いる
(5)起伏量として5Chメッシュ標高データの一定範囲内の標準偏差を用いる
(6)統計的な結論が出せるよう留意する (なるべく等間隔で無作為に最低50地点を選ん
で調査)
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図 葉 名   図葉番号 上流端数D4
合流点数
D5
谷 本 数
(D4+D5)
4 7krd枠
起伏量lnll
平均標高
llll
日高幌別川上流
美河
元浦川上流
ピリカヌプリ
セタウシ山
ピリガイ山
神威岳
発斤禾ロー01
日高大山
ポンヤオロマップ岳
平取-03
貫気別山
新冠湖
イドンナップ岳
札内川上流
袴腰山
音調津
札楽古
トヨニ岳
中豊似
ヌビナイ川上流
拓進
川端 12
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荷負
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21
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15
5
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31
9
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29
9
14
8
23
20
6
11
13
10
23
64
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51
56
103
76
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8
4
6
5
4
66
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6
27
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27
17
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20
9
36
27
23
30
50
38
68
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59
16
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28
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20
43
39
14
24
26
19
48
141
116
100
131
212
155
35
16
11
18
13
10
135
109
88
31
16
65
lKXl
54
32
101
44
20
73
51
50
65
122.9
102.0
85.9
127.4
158.0
119.5
202.7
55.6
94.9
196 0
33 7
84 9
140 4
152 0
233 2
1189
126 6
220 9
185 6
159 5
174.6
153 7
33 2
64 3
55.2
46 9
37 5
29 8
112 7
208 5
176.4
225.7
209.5
226.6
48 2
45 3
76 1
216 1
183.2
92 0
54.4
73 0
140.6
77 0
106 7
124 5
69 9
65.0
90.6
91.4
338 9
251.4
279.1
462 3
562 0
562.7
846 5
272 5
452 4
1021 3
117.7
346.2
878.3
872.4
1231 4
384 4
553.6
869 8
834 3
506 1
659 2
643.9
159 4
274.2
220.1
209 3
142.3
137 9
484,7
923 6
1517.8
996.1
1157.3
1159 6
330.6
246.0
484 2
880 4
1286 4
391 3
396.5
581 9
788.5
677.7
848.6
955 0
580 3
546.1
454.1
563.2
谷頻度と起伏の関係
全計測区画における計測結果表 1
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2.計測方法に関する議論
2.1 地形計測場所の選定
既に議論したように、侵食と隆起とが釣り合った平衡状態にあるとみなせるような地形
を選び、「計測区画」を設定することとする。「計測区画」とは、計測を行う矩形の範囲で
ある。計測区画は、一定半径の円内とするのが望ましいが、地図画像上で円の範囲を抽出
する作業は手間が大きいことや、数値標高データは経緯度分割点上に限られており矩形の
配列構造であるという制約から、矩形の領域とせざるを得ない。しかし円に近づけるよ
う、なるべく正方形に近い矩形ということを目標とする。地域的には、全国や地球上すべ
てを対象とし、統計的に十分といえるサンプル数を確保したいが、作業の手間が膨大であ
ることから、北海道中部の50地点に限定することとした。平衡状態にあるとみなせる山
地・丘陵を刻む谷を調べるということから、次のようなものがある場合に計測区画の選定
から除外した。
(1)海洋、海岸、大河川の氾濫原、沖積地が計測区画内に広く含まれる
(2)段丘・台地、尾根に平坦さを残す丘陵が含まれる
(3)起伏や谷の粗密が大きく異なる地形が計測区画内に併存している
(4)垂直変位量が大きく食い違う活断層・活構造が計測区画内に含まれる
(5)火山の山体、火砕流堆積物や降下火山砕屑物に厚く覆われている
(6)開析されていない、比較的新しい地滑り地形が存在している
なお研究対象地域である北海道中部は、日高山脈、夕張山地、およびその前衛山地・丘
陵、平野からなり、地質条件は新第三系から中古生界、深成岩類に至るまできわめて多様
である。いっぽう降水についての気候条件は狭い範囲であるため大きな差はないと考えら
れるので、谷の粗密の違いの主要因は地質条件であるとみることができる。
2.2 計測区画の大きさの設定
計測区画の適切な大きさの設定は、それ自体で研究テーマとなりうる性質のものであ
る。過去の研究ではその点に言及していないものが多く、計測対象地域によっては不適切
な場合もある。柳田ほか (2004)では250mの正方形枠が使用された。しかし谷がまばら
に存在する地形を対象とした場合、250mの矩形では尾根と谷の識別すら難しい。すなわ
ち谷と谷の間隔が250m以上あるようなところでは正しく谷の細かさを計測することはで
きない。いっぽう計測区画を大きくすることは、その中に様々な異なる性質の地形を混在
させてしまう可能性が高くなるので、大きすぎてもよくない。
地形に合わせて計測区画の大きさを可変とすることが、計測区画内の地形の同質性を保
つ点や作業効率上からも望ましいが、それに関する議論は稿を改めることとし、本研究で
は1:25000地形図の図葉を南北に4分割し、東西に5分割した矩形のブロックを「計測区
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画」とすることとした。これは緯度1分15秒、経度1分30秒の長さの矩形である (球面幾
何的には四角形ではないが)。 この矩形は北海道の場合、南北約2.譴m、 東西約2.lkmの
正方形に近い区画であり、その面積はおよそ4.餞ゴ である。これは、かなり谷の粗い山
地でも計測区画内に谷と尾根が少なくとも2列は並ぶ大きさであり、谷の粗密を測る目的
では適切な大きさであると考えられる。
2.3 計測区画の取捨選択
既に21で述べたような特定条件だけを満たす地形を選び出すと、比較的連続した範囲
内に集中しやすくなり、無作為的なサンプル抽出とは言い難くなる。そこで本研究では、
なるべく無作為抽出に近づけるため、1:25000図葉のうちから1箇所ずつを選ぶこととし
た。さらに計測区画の場所が均等に抽出されるように、特に条件がなければ1:25000図葉
を南北4分割,東西5分割した20ブロックの南西隅のもののみを対象とすることとした。
そのようにして選んだ計測区画を表1に掲げる。
こうすることで無作為性は保たれるが、いっぽうで南西隅ブロックに適切な地形が存在
しない場合というのも多くなる。とくに小起伏の丘陵で尾根の平坦さが認められない計測
区画は非常に限られるので、表1にある計測区画のうちメッシュコー ドに8桁の番号がつ
けられている4区画については、例外的に南西隅でないブロックを用いる。
2.4 谷の認定基準
等高線地形図で谷がどこにあるかは、地形研究者であればそれほど違いなく図上に示す
ことができるはずであるが、谷の最上流をどこまで延長して認定するかということになる
と、作業者の基準にはかなりの違いがあると予想される。それだけでなく、同じ作業者で
も基準が時としてばらつくことは避けられないであろう。そのような作業基準のばらつき
が、谷の粗密の示標の値に大きな影響を与えることがないようにしなければならない。本
研究では、等高線に次のような特徴が認められるところから谷が始まるものとして谷の認
定を行った。
(1)およそ平行に走るとみなせる等高線群に鋭角の屈曲があること
(2)屈曲点の列がじゅうぶんに連続し、下流の別の谷に繋がること
(3)より大きな谷や河川との合流で崖錐状となることで上記の特徴が失われることは
あっても、論理的に谷として繋がればよいこと
以上のような認定基準と区画設定に基づいた谷線図作成の作業例を図1に示す。灰色の
大い線が谷線である。
ところで数値標高データがあるのだから、谷の認定も自動化できるのではないかという
指摘もあろう。しかしメッシュ標高データから谷線のベクタ図形を得る方法は、まったく
確立されていないといってよい。少なくとも50mメッシュではまだ粗 くて情報量的に等
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図1 谷線の描画と上流端点および合流点の計数作業の例
高線図に劣ること、谷の認定の前に結局は地形種の判読も必要となること、などから、今
後も地形の判読にある程度習熟した者 (地形学者とまでは行かなくてもよい)による手作
業が続くと予想される。
2.5 谷頻度と谷密度
谷の粗密は、面積あたりの「谷の本数」、または「谷の総延長」で表すのが合理的であ
り、これまでの研究でも、いずれか、または両方が調べられている。一般的に、前者は
「谷頻度」(drainage frequency)、後者は「谷密度」(drainage density)という語で使い分け
られており (たとえばMeltOn,1958)、本研究でもそれにならう。
この両者について性質を比較してみる。物理量としての次元は、谷頻度は長さの2乗の
逆数 [ι 2]でぁり、谷密度は長さの逆数 [Ll]である。知りたいのは面積あたりの谷の
存在量であるということからすると、本来は谷密度を測るべきである。しかし前述のよう
に、谷の総延長というのは、谷をどこまで延長するか切り捨てるかに非常に左右されやす
い問題がある。いっぽう谷密度すなわち谷の本数は (どう数えるのがよいかは後述の議
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論)、 谷の始まり地点が多少移動 しようとも変わらないので、作業基準によるばらつきが
抑えられる。Mclton(1958)によれば、壮年山地 (すなわち平衡状態を仮定できる地形 )
の谷密度と谷頻度との間には強い相関があり、両者はほとんど比例関係にあることが知ら
れている。したがって、谷密度を谷頻度で置き換えても何 ら問題はなく、作業のばらつき
を小さくできる利点のほうが大きい。
2.6 谷の本数の数え方と本研究における谷頻度の定義
谷頻度を計測するという見通しは立てられたが、そもそも樹枝状に分岐する図形 (三分
木グラフ)において、谷頻度と関わる谷の本数とは何であろうか。谷の総延長が長 くなる
ためには、(1)新たな分岐が発生すること、(2)最上流端がさらに上流側に延長すること、の
2つがあるが、前者のほうが総延長を増大させるのに大きく寄与する。したがって、谷の
分岐の程度を計数すればよい。そのためには谷の三分木グラフを構成する最小単位の 1本
の線 (ノー ド間のアーク)の本数を数えればよい。それは上流端から次の合流点までの線
の場合と、合流点と次の合流点間の場合と二種類に分けることができる (図2)。
合流点間の谷線
図2 谷線における上流端と合流点、およびそれらを結ぶ線の三分木グラフ
次に問題となるのは、計測区画の内外に存在する線図形の数をどう数えるかである。次
のような場合が考えられるであろう (図3)。
(A)線の始点から終点まで計測区画内で完結している
(B)線の始点と終点が計測区画内にある (途中経路の一部は外にある)
(C)終始点のどちらかが計測区画の外にある
(D)終始点のどちらもが計汲1区画の外にあるが線の一部が区画内をかすめる
―
上流端の谷線
-7-
人 文 自 然 論 叢 65
図3 谷線が矩形の計測区画の内外にまたがるさまざまな場合の例
このうち(A)の場合の数え方については何の問題もない。(B)の場合、谷線の一部が区画外
にあるものの、計数対象は点としているので、区画内にある点を数えればよく、(A)と同様
に扱えばよい。(C)の場合、線としては計測区画内に存在するが、隣接して別の計測区画が
あるときに、そこでの計数結果と関連することを考慮すべきである。つまり、始点が当該
計測区画に、終点が隣の計測区画にあったとき、それぞれで1本ずつ谷線があるという計
数方法だと、二つの計測区画を合併した際に実際より1本多いこととなってしまう。たと
えば次の図4の左側区画内に存在する線は4本、右側区画には5本であるが、左右をまと
めた区画で見れば7本であって、合計が一致しなくなる。
図4 2つの独立の区画の場合とそれらを併合した区画の場合の谷線の数え方
本研究では、「計測区画の変更があっても本数が変わらない」という計数法を採用した
いと考える。地形計測は、本来ならば広い地域全面にわたってなされるべきであり、その
ときに「谷本数の保存則」が成り立たないのでは話にならないからである。しかし「谷本
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数の保存則」が成り立たないような計測法による研究や成果物はしばしばみられる。
「谷本数の保存則」が成り立つようにするには、始点と終点の位置のみに着目して、そ
れが該当計浪1区画にある場合だけを数えればよい。すると(D)のような場合は一つも点を数
えなくてよいことになる。また(B)で区画外を通っている線の経路についても考慮しなくて
よい。つまり、いったん区画外に出た谷がすぐに区画内に入るのか、全 く別の谷が入って
くるのかを区別するという面倒な作業の必要はなくなる。谷のグラフという線図形の計数
を、点の計数に置き換えることにより、計数作業の簡略化、客観化という副次的効果も得
られる。
そこで本研究では、上流端から次の合流点までの線については上流端点で代表させ、合
流点と次の合流点間の線については上流側合流点で代表させることとし (すなわちいずれ
の場合も1区間の谷線の上流側の点)、 その点が計測区画に存在している数を数えること
とする。
ところで三分木グラフでは、上流端点数と合流点数は等 しい (合流点にグラフの
「根」、r00tを含む場合)という定理がある。したがって、両者のうちどちらかのみを数え
ると計数作業量を半減できる。しかしこの定理は完結した三分木において成り立つもので
あり、矩形に仕切られた計測区画の範囲に限定された谷のグラフにおいては、さまざまな
場合が想定される。たとえば区画の外で発生した谷が区画内に集中するような傾向がある
場合には、合流点ばかりが数えられる。(図5左)いっぽう区画の中央から発散的に谷が
区画外に出る傾向がある場合には、上流端点ばかりが数えられる (図5右)。
図5 上流端数と合流点数に大きな偏りが生じる谷線グラフの例
このようなことが想定されるため、上流端点と合流点の数はともに数える必要があるだ
ろう。よほどの偏りがない限りは、両者の過不足は、両者の和を取ればかなり相殺される
と予想できるが、過去にそのような観点で調査した研究がない。両者がどの程度一致する
かも一つの研究テーマであるといえる。本研究は試行的研究となることから、計数作業を
減らすことなく、上流端点も合流点も数えることとした。
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本研究では以上のことに留意し、計測区画内における谷の本数を次のような作業で定義
されるものとした。
(1)計測区画内に存在する上流端点を数える
(2)計測区画内に存在する合流点を数える
(3)「谷本数」は上流端点と合流点の和とする
なお鈴木 (2000)では、谷頻度・谷密度の計測方法について述べており、本研究の(1)の
ことを「D4」、(2)を「D5」という示標で呼んでいる。
図1では、○は谷の上流端点、●は合流点を示している。東西および南北にひかれてい
る直線に囲まれる矩形の範囲が計測区画であり、その範囲外に位置する上流端点や合流点
は、作業の都合上谷線図をひいてあっても計数の対象とはしない。
2.7 起伏の計測
起伏というのは概念的には明確に存在する量 (物理量としての次元は垂直方向の長さの
次元)であり、尾根と谷の比高の平均的な状態を表す量である。しかし起伏を正確あるい
は客観的に計測しようとするといろいろな困難がつきまとうし、手作業での計測は膨大な
作業量を要する。起伏の計測に関するこれまでの研究の多くは、コンピュータと大量の標
高データが利用できるようになってからのものである。手作業の時代には、計測区画の最
低点と最高点を読み取ってその差を用いることが多かった。
メッシュ型の標高データを使用した場合、起伏としてよく用いられたのは、一定の範囲
内に存在する標高データの標準偏差 (または分散)である。絶対標高にかかわらずに、平
均からのばらつきで地形の凹凸の程度を表すというのは妥当である。しかし注意すべき点
は、起伏は計測範囲の大きさに大きく依存する量であるという点である。計測範囲の大き
さと標準偏差の一般的関係について調べるだけでも一つの研究テーマである。
本研究ではほぼ一定の4.燿ゴ の計測区画を設定していることから、その区画内での起
伏ということに限定して、標準偏差を起伏の示標として用いることができる。標高データ
としては、国土地理院発行の数値地図50mメッシュ標高のデータを用いた。これは、2002
年以前の日本座標系に基づいた1:25000図葉を南北および東西に200等分したメッシュ上
の標高値である。本研究では1:25000図葉を南北方向1/4、東西方向1/5に分割したブロッ
ク20個のうちの1つのブロックを計測区画としており、計測区画内には標高データが南北
50個、東西40個で2000個が存在する。それらの点の標高値の標準偏差を、本研究では「計
測区画の起伏」ということにして用いることとした。なお起伏の計算作業を効率化 。自動
化するため、1:25000図葉の2次メッシュコード (6桁の数値)を与えるとその南西隅の
40×50個のデータの標本分散から標準偏差を求める計算機プログラムを作成した。
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2.8 計測されるデータ
以上のような計測方法に基づいて、谷の認定 (谷線図描画)の作業、および起伏の計算
作業により、計淑1区画ごとに、次のようなデータが収集された。
(1)上流端点の数
(2)合流点の数
(3)それらの合計である「谷本数」
(4)標高の標準偏差である「起伏」
3.計測結果と考察
計測結果を概観するために、谷本数と起伏の関係を散布図にプロットしたものを図6に
示す。横軸が谷本数、縦軸が起伏である。北海道中部の50個の計測区画のうちで最大の起
伏を持つものは、日高山脈中軸部の「札内川」図葉の南西隅部分で、約233mであった。
いっぽう起伏が最小であったのは「胆振豊田」図葉南西隅部分で約30mであった。それ
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以下の起伏となるところは存在してはいるものの、尾根に平坦面が残存するような段丘地
形ばかりであり、平衡状態に達した丘陵地形としては起伏30mが下限のようである。な
お柳田ほか (2004)が示したような「丘陵と山地の間のギャップ」は、図6の計測区画の
抽出状況からは認識できない。
以上のように、谷の本数が増大すると起伏が低下するという逆相関は明白に認められ、
既往研究でも述べられていたことは確認できた。谷本数と起伏は、逆相関というよりは反
比例のような関係にあることもこの散布図から読み取れる。谷本数の逆数に計測区画の面
積 (約4.縁ゴ)を乗じたものは、谷1本(上流端点または合流点の間の谷線)あたりが空
間を占有する面積であると考えることができる。さらにその平方根をとれば、谷1本あた
りが占める幅の長さであり、それは谷と谷の間隔の平均的な長さとみなすことができよ
う。ここではそれを「平均谷間隔」と称することとする。たとえば谷本数が100本あると
すると、平均谷間隔は0.22[km]、谷本数が10本あれば0.69[b]ということになる。
平均谷間隔と起伏との散布図は図7のとおりである。平均谷間隔と起伏との間には、強
い正の相関、さらには直線比例的関係があることが読み取れる。
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起伏が200mを超えるような計測区画では、谷の本数は10本程度に減少する。したがっ
て1本の谷を認定するかどうか、 1本の谷が計測区画境界線の内側にあるのかどうかにか
なり影響を受ける。起伏が大きいところほど平均谷間隔のばらつきが大きくなるのはその
ためであると考えられる。
2.6で述べた、上流端数と合流点数の関係は、図8のようになった。相関は非常に高い
ので (決定係数が0.96)、どちらかのみを数えてもさほど問題ないようにみえる。しかし
回帰式の係数をみるとおよそ09である。本来の三分木グラフとしての定理が成り立って
いれば上流端数と合流点数は同数であるから、回帰式の係数は1.0であることが期待され
る。ところが実際には合流点数のほうが上流端数よりも平均的に1割ほど少ないことと
なった。つまり計測区画の取捨選択において系統的偏りがあって、計汲1区画の外から内に
入る谷が多い区画が棄却された可能性がある。計測区画の内部に谷が集まるようなところ
は大きな河川となっている確率が高くなり、2.1で述べたような、氾濫原や沖積地が広い
場合に該当して計測区域から除外されやすくなったのではないかと考えられる。このよう
なことから、やはり谷本数としては上流端点と合流点の両方を数えた方がよいと結論づけ
ることができる。
ところで上流端数と合流点数の比率は、計測区画内の谷が発散的か集中的かを示す示標
として使えるのではないかと考えられる。これと他の地形要素、地形統計量との関連を調
べることはまた一つの別のテーマとなりうる。
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図8 上流端数と合流点数の関係
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4.まとめ
本研究は、一般的な地形における谷の粗密の程度を計測し、谷の細かさと起伏との間の
量的な関連について明らかにしたものである。しかしどちらかというとその結論よりも、
計測方法についての議論に重点が置かれている。その議論から、谷の粗密の示標としては
谷頻度がよいこと、谷頻度の計数法としては谷線の上流端点と合流点の数の合計がよいこ
と、日本の中部山地や北海道日高山地のような大起伏山地の谷の粗密や起伏を測る場合、
計測範囲の大きさとしては従来の研究でよく用いられた250m～lkmでは不足であるこ
と、などが結論として得られた。本研究では1辺が2～3bの矩形の計測範囲を採用 し
た。
これを北海道中部の山地に適用して50カ所で計測したところ、従来から述べられている
ように、谷が密になるほど起伏は低下するという関係が検証された。さらに、谷本数を平
均谷間隔に換算すると、起伏との間にかなり比例的な関係があることがわかった。比例す
ると仮定した場合、その比例定数の持つ意味は、平均谷間隔にたいして平均的にどれだけ
の山 (尾根)の高さがあるかという示標であることから、平均的な山の傾斜の程度を示し
ている。この比例定数は、地質条件の様々な計測区画から得た値であることから、もし他
の地域で調査した値と異なるとすれば、それは地質以外の条件、とくに気候条件を反映し
たものであるといえる。すなわち本研究の結果を気候地形学に適用できる可能性がある。
今後の課題としては、計測サンプル数を統計的に十分な数に増やすこと、計測区画を可
変として谷本数が多い区画での谷線図作成と計数の効率を上げること、北海道中部とは気
候条件が大きく異なる西南日本の山地を計測して比較すること、などが挙げられる。
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